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 [4] 比較検証 

（2）通産省案と文化庁案(29) 

 特許認容後の異議申し立て制度の導入【2】 

②「異議申し立て制度の趣旨」① 

 異議申し立て制度は、旧来の特許取消のための再審査手続きではなく、特許を付与した

後に異議を申し立てる制度である。これは、特許侵害による訴訟では、「特許庁の方が裁判

所より、特許についてベターイクイップド（より知識を要する）である。」「インエクスペ

ンシブでチャレンジできること（安価に異議できる）」「これまで（現行制度）は、チャレ

ンジャーに過度の負担を掛けていたこと」が想定されている。 

日本の特許法では 2003 年特許異議申立制度が廃止されたが、2014 年の法改正で、特許

異議申立制度が創設され、2015 年 4 月 1 日から施行されている。利便性の向上と共に「国

際協調」により特許異議申立制度が再度導入された。 
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